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1．はじめに
　企業が自主的に設定する環境目標と収益性を両立させる意思決定を環境経営意思決定という。
この意思決定に役立つ情報を提供する仕組みが求められている。環境経営意思決定を行うために
は，環境に影響を及ぼす物量情報と企業の収益やコストに関連する会計情報の双方を提供できる
仕組みが必要である。しかし，その仕組みは存在するだけでは十分ではない。企業経営の意思決
定者が，それらの仕組みを活用することで，収益性の追求と環境保全を同時に達成できると認識
することが必要である。
　環境管理会計手法として実務での実践例が増えているマテリアルフローコスト会計は，製造プ
ロセスにおける廃棄物に関する物量情報の把握によりコスト削減を果たした。このことにより，
現時点の収益性と環境保全活動とを両立させる仕組みを提供した。一方で，製品（あるいは製品
ライフサイクル）を対象とした環境管理会計手法は，企業の経営意思決定に利用できるほどに具
体的な情報を提供できておらず，手法の精緻化が望まれている［長野（2011），136－137ページ］。
　製品ならびに製品ライフサイクルを対象とした環境管理会計手法としてはライフサイクル・コ
スティングを挙げることができる1。しかしながら，一般的に管理会計におけるライフサイクル・
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コスティングは，特定の製品の企画・開発から使用，廃棄，処分されるまでにわたるライフサイ
クル・コストを測定，伝達する手法とされており，特段，環境経営意思決定を目的とした手法と
して理解されているわけではない。目的や考え方の異なるライフサイクル・コスティングが以前
から存在していたため，環境管理会計手法としてのライフサイクル・コスティングと混同されや
すいのである。異なる手法にもかかわらず，目的の違うライフサイクル・コスティングが整理さ
れていないのである。
　そこで本稿では，ライフサイクル・コスティングを整理し，そのなかでも環境管理会計手法と
してのライフサイクル・コスティング（以下では，環境ライフサイクル・コスティングという）
に焦点をあて，その目的や概念などを整理し，具体的な適用に向けて提言を行っていくことにす
る。これは，製品を対象とした環境管理会計手法の精緻化を直接的に果たすわけではないとして
も，まずは現状を整理し，精緻化に向けた一歩をふみ出すために不可欠な作業であると考えられ
る。
　第2節では，ライフサイクル・コスティングの発展の経緯や種類などを概観し，整理していく
ことにする。つづく第3節では，環境毒性化学学会（Society　of　Environmenta1　Toxicology　and
Chemistry：以下ではSETACという）の環境ライフサイクル・コスティングに焦点をあて，その
基盤にあるライフサイクル・アセスメント（Life　Cycle　Assessment；以下ではLCAという）とと
もに，その目的や実施手順，実際の適用状況などを確認する。SETACでは，環境ライフサイク
ル・コスティングは会計の手法ではないと述べている。そこで第4節では，SETACの主張に会
計の視点から反論を試み，企業の環境経営意思決定に有用な情報を提供する環境管理会計手法の
1つとして環境ライフサイクル・コスティングを整理し，具体的な適用に向けた提言をしていく
ことにする。そして，第5節において本稿をまとめ，今後の課題を明らかにしていく。
2．ライフサイクル・コスティング発展の経緯とその種類
　本節では，ライフサイクル・コスティングの発展の経緯を確認し，さまざまな視点から取り上
げられるライフサイクル・コスティングについてその目的と種類を整理する。なお，ライフサイ
クル・コスティングの分類については，SETACヨーvッパ支部が整理したライフサイクル・コ
スティングに関する成果を用いることにする。
　SETACヨーロッパ支部では，ライフサイクル・コスティングに関するワーキンググループを
設け，3年間の研究活動の成果を学会の出版物としてまとめ，Hunkeler　et　al　．（2008）を刊行して
いる。それによれば，ライフサイクル・コスティングは3つの分野に分けられる。以下では
SETACワーキンググループが採用した3分類を踏襲し，それぞれについて整理していくことに
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する。
　ライフサイクル・コスティングは，製品のゆりかごから墓場までといわれるように，製品の全
ライフサイクルを対象として，そのコストを把握しようとするものである。この考え方は，近年
の持続的発展や環境に配慮したライフサイクル思考などが表れる前から存在する。ライフサイク
ル・コスティングの起源は，アメリカ連邦政府の調達に関連した紛争にたいするアメリカ会計検
査院による判決にあるといわれている［岡野（2003），10ページ］。航空機や戦車などの高額な軍
事設備の取得にさいしアメリカ国防総省によって1960年代にはじめて用いられたものである。そ
こでは，ライフサイクル・コスティングの目的として，設備の調達意思決定が想定されている。
設備を調達するさいに購入価格によってのみ決めるのではなく，運営費や維持費，さらには廃棄
費用までを含めた設備のライフサイクル全体でかかるコストの総額に基づいて，設備調達の意思
決定がなされるべきであるという考え方である［岡野（2003），28ページ］。
　このようなライフサイクル・コスティングをHunkeler　et　al．（2008）では従来型のライフサイ
クル・コスティングと呼んでいる。本稿もこの呼び方にならい，企業などの設備の調達意思決定
に用いられるライフサイクル・コスティングを従来型のライフサイクル・コスティングと呼ぶこ
とにする。
　従来型のライフサイクル・コスティングは，購入者が調達コストだけではなく，その後の使用
期間や廃棄時におけるコストも調達意思決定のさいに検討することになる。したがって，設備な
どを購入する側だけではなく，それを製造する側にたいしても新しい課題として，製造者が製品
を企画開発する段階から販売後のコストを下げるような製品づくりを行うことを求めるようにな
る［Dhillon（1989），　p．36］。これが，原価企画における目標原価はライフサイクル・コストが望
ましいという考え方につながると思われる。
　従来型のライフサイクル・コスティングは製品のライフサイクル全体を考慮に入れたうえでコ
ストを算定し，調達意思決定に役立てるという魅力的な手法である。アメリカ国防総省2や政府
以外に，建設業界3やリース業界などの企業において調達意思決定のさいに用いられている
［Sherif　and　Kolarik（1981），　p．291］。しかしながら，軍事関連の業界や建築業界，鉄道業界，電
力業界などを除き，一般の産業界や公共機関においては広く用いられていないとの指摘もある
［Hunkeler　et　al．（2008），　p．3］。広く適用されていない理由について，　Hunkeler　et　al．（2008）で
は，企業や政府機関はライフサイクル・コスティングに関心を有していても，従来から採用して
いる原価計算システムとライフサイクル・コスティングが適合しなかったからだと述べている
［Hunkeler　et　al．　（2008），　p．3］。
　確かに，原価計算は，「企業内部の取引による資本変動を記録・計算するシステム」［廣本（2008），
7ページ］として会計情報システムの中核的サブシステムとして位置付けられている。また，複
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式簿記と有機的に結合して，企業の公表財務諸表の作成に役立つ情報を提供する。このように原
価計算を考えれば，企業外部の製品の使用者が負担するコストや廃棄コストまで集計し，計算す
るライフサイクル・コスティングは企業が従来から採用する原価計算システムと適合しないとも
いえるであろう。しかしながら，この場合の原価計算はあくまで原価計算制度としての原価計算
を指しており，意思決定のための原価計算については考慮していない。意思決定目的の原価計算
手法として，従来型のライフサイクル・コスティングは位置づけることができるのである。しか
も，その意思決定とは，設備の調達意思決定であり，その意味では調達意思決定目的のためのラ
イフサイクル・コスティングは，広く一般の企業に採用されていないとしても，一定の有用性を
有し，実用化されている4。
　次に，環境ライフサイクル・コスティングについて取り上げることにする。これは，製品のラ
イフサイクルにおける複数の参加者，たとえばサプライヤー，製造者，使用者や消費者そして廃
棄する人々などによって直接的に負担される製品ライフサイクルに生じるすべてのコストを評価
する手法である［Hunkeler　et　al　．（2008），　p．4］。そこには，将来の意思決定との関連において内
部化されることが期待される外部コストも含まれると考えられている［Hunkeler　et　al．（2008），
p．4］。たとえば，二酸化炭素の排出権取引認証に関するコストや地球温暖化への対応コストのよ
うに，将来の意思決定に関連する外部コストも環境ライフサイクル・コスティングでは考慮する
［Hunkeler　et　al．　（2008），　p．8］。
　環境ライフサイクル・コスティングは，すべてのライフサイクル・ステージを含めることと将
来の意思決定との関連から内部化されるコストを含めることによって従来型のライフサイクル・
コスティングをさら推し進めたものであるとHunkeler　et　al．（2008）では述べている［Hunkeler
et　al．（2008），　p．4］。しかも，その基礎においてISO　14040（2006）とISO　l4044（2006）におけ
るLCAの製品システムを用いるべきであるという［Hunkeler　et　al．（2008），　p．4］。
　最後に社会ライフサイクル・コスティングは，今日にとどまらず遠い将来も考慮に入れ，社会
において誰かが負担する製品のライフサイクル全体に関連して生じるすべてのコストを評価する
ものである［Hunkeler　et　al．（2008），　p．4］。社会ライフサイクル・コスティングは，貨幣で表現
されるより広範な外部コストの評価額を環境ライフサイクル・コスティングで算定されたコスト
に加算する。国内だけではなく，国際的にも政府を含め，社会全体からの視点が採用される
［Hunkeler　et　al．（2008），　p　A］。つまり，社会における製品ライフサイクルに関連したすべての
コストを評価する手法であり，公的な機関における政策形成のためなどに用いられる手法であ
る5。
　社会ライフサイクル・コスティングは，貨幣評価できる外部コストや，公衆衛生や社会福祉，
仕事の質に関連する基準や権利，私生活や家族の生活などのような質的にしか考慮できないもの
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も含めるという［Hunkeler　et　al．（2008），　p．9］。環境ライフサイクル・コスティングの概念をさ
らに越えたものとなり，社会にたいする影響という側面からコストをとらえるため，すべての外
部コストを考慮する点に特徴がある6。
　それぞれのライフサイクル・コスティングの要点をまとめたものが，図表1の「3つのライフ
サイクル・コスティング（LCC）の範囲」である。
　図表1をみると，それぞれのライフサイクル・コスティングの視点の違いが全体の違いに大き
図表1　3つのライフサイクル・コスティング（LCC）の範囲
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く影響を及ぼしていることが分かる。
　まず，従来型のライフサイクル・コスティングにおいては，視点が製造者か利用者か消費者の
いずれか1人の視点からとらえられることに特徴がある。そのため，製品システムについても，
主要な担い手によらなければ使用段階や廃棄段階のコストは，ライフサイクル・コストには含ま
れない。たとえば，使用者の視点から従来型のライフサイクル・コスティングを採用しようとす
れば，調達コストと使用コストが考慮されることになる。しかし，製造者の視点からであれば，
製造コストがコスト範囲となる。使用者であろうと，製造者であろうと，システム境界としては
内部コストが考慮されるのみであり，通常，それ以外のコストは考慮しない。
　次に，環境ライフサイクル・コスティングについてみていくことにする。環境ライフサイクル・
コスティングにおける視点は，その製品の機能単位8を対象とすることから製造者だけではなく，
サプライチェーンや最終利用者や消費者といった製品のライフサイクルに関連する様々な関係者
の視点が含められることになる。そのため，システム境界は内部コストだけではなく，内部化す
ることが望ましい外部コストもライフサイクル・コストに含めて計算されることになる。そして，
この計算結果は，製造者や製品利用者の内部意思決定に利用される。詳しくは次節で取り上げる
ことにする。
　そして，最後に社会ライフサイクル・コスティングについて確認する。これは，政府を含む社
会全体の視点からすべてのライフサイクルを含む製品システムを対象とするものである。した
がって，内部コストだけではなく，環境破壊に伴うコストといったものも含め，すべての外部コ
ストをライフサイクル・コストのなかに加えることになる。公的機関における内部利用が考えら
れており，政策提言などへの利用が想定されていると考えられる。
　本節では，SETACヨーロッパ支部のワーキンググループがまとめたHunkeler　et　al．（2008）
の研究にもとづき，ライフサイクル・コスティングを3つに分け，それぞれの概要について整理
してきた。従来型のライフサイクル・コスティングは設備調達のための意思決定目的から発展し
ているため，製品の利用者あるいは消費者の視点がより重視されたコスト計算となる。これにた
いし，環境ライフサイクル・コスティングは，その製品の製造，使用，廃棄までのライフサイク
ル全体を考慮する。ただし，使用・廃棄段階におけるコストは製品の設計・開発の段階でそのほ
とんどが決まってしまう。このことから，環境ライフサイクル・コスティングは製造者の視点が
より重視され，環境への影響を考慮した手法となる。そして社会ライフサイクル・コスティング
は，政府などの公的機関の政策策定のために用いられる。そのため対象となるシステムが社会全
体に及ぼす影響を考慮したコストがライフサイクル・コストとして用いられる。このようにライ
フサイクル・コスティングは，その視点と対象やシステム境界の違いにより，計算対象となるコ
ストや利用目的は大きく異なることを明らかにした。次節では，これらのなかでも環境ライフサ
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イクル・コスティングに焦点をあて，さらに詳しくその内容について取り上げることにする。
3．SETACにおける環境ライフサイクル・コスティングとLCA
　本節では，第2節において概観した環境ライフサイクル・コスティングをさらに詳細に取り上
げていく。また，SETACでは環境ライフサイクル・コスティングはLCAを補足すると述べてい
る。そこで，環境ライフサイクル・コスティングを取り上げるうえで必要なLCAについても概
要を確かめておくことにする。
　SETACが公表した環境ライフサイクル・コスティングは，　LCAのために開発された手法と概
念を主として用いる［Hunkeler　et　al．（2008），　p．154］。環境ライフサイクル・コスティングは，
代替案を比較するさいに用いられ，代替案の比較においては，ISO　14040（2006）ならびにISO
14044（2006）のLCAで定義された機能単位と一貫した形でなされなくてはならない［Hunkeler
et　al．　（2008），　p．13］o
　そこでまず，LCAについて定義やその起源を確認し，そのあとに目的，実施にあたっての手順，
そして企業における実際の利用状況などをみていくことにする。
　LCAは，「対象とする製品を生み出す資源の採掘から素材製造，生産だけでなく，製品の使用・
廃棄段階まで，ライフサイクル全体（ゆりかごから墓場まで：資源採掘→輸入→素材製造→部品
製造→組立て→使用→廃棄）を考慮し，資源消費量や排出物量を計量するとともに，その環境へ
の影響を評価する手法」［伊坪ほか（2007），2ページ］と定義されている。その起源は，1969年
に飲料容器の散乱対策とリサイクルの促進要求（ゴミ問題）への対応からコカ・コーラ社が異な
る容器について，環境への排出量と天然資源の利用量を定量化したことから始まったといわれて
いる［伊坪ほか（2007），4ページ］。その後，さまざまな研究の蓄積がなされ，2006年には国際
標準規格（ISO14040とISO14044）として認証されるに至っている。
　LCAは，主に設計時に製品の製造方法や使用方法だけではなく，廃棄方法を検討するさいに製
品に関連して生じる環境への影響を評価する手法として用いられる。そして，製品による環境へ
の影響を評価することにより，ライフサイクル全体における環境負荷削減の推進を意図している
［伊坪ほか（2007），24ページ］。
　企業は次の2つの目的からLCAを実施するといわれている。1つは「自社製品の環境への影
響を知り，製品開発や生産プロセスの改善等，社内での活用」をはかることであり，もう1つは
LCAの「結果を外部へ公表し，環境負荷削減の努力を訴求すること」である［伊坪ほか（2007），
20ページ］。前者は，製造者自らが，自社製品の環境に及ぼす影響を評価し，企業内部の意思決定
に役立てようとするものであり，内部利用を目的としたものである。他方で後者は，製造者が自
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社製品の環境への影響を評価し，企業外部の情報利用者にその情報を提供し，外部の情報利用者
の何らかの意思決定に役立ててもらう外部利用を目的としたものである。両者は製品が環境に及
ぼす影響を評価しようとするところは同じであるものの，環境影響評価指標の結果を報告する対
象が企業内部であるのか企業外部であるのかに分かれる。なお，LCAについてはISO14040
（2006）とISO14044（2006）が発行されていることから，企業がLCAを実践し，その結果を外部
報告するさいには特に両規格に従わなくてはならない。
　ISO14040（2006）とISO14044（2006）では，その序文においてLCAを「サービスを含む製品
に付随して生じる影響をよりよく理解し，軽減するために開発された一つの技法」であるとして
いる。そして，実施手川頁として，「目的と調査範囲の設定⊥「インベントリ分析」，「影響評価」，
「解釈」の4つを定めている。この4つの手順についてLCAの概論をまとめた伊坪ほか（2007）
を参照しながら確認していく。
　第1の手川頁である「目的と調査範囲の設定」では，LCAの実施者が調査を行う理由と結果の使
用方法や報告対象を決める。調査目的に応じて計量すべき対象を決め，その情報の収集範囲を定
める。したがって，LCAは全ライフサイクルを網羅することが基本であるものの，製造段階から
廃棄段階までとか，製造段階から使用段階までというように，対象とする範囲を調査目的に応じ
て設定することができる。つまり，LCAを利用する目的を明確にし，その目的に応じた測定対象
の選択や調査範囲の設定ができるのである。
　目的や調査範囲を決めた後に行われるのが資源消費量や排出物量の算定である。これらを算定
するのが2つ目の手順であるインベントリ分析である。インベントリ分析では，LCA調査の対
象となった製品やサービスのライフサイクル全体において，どれだけの物質が投入され，排出さ
れているのかといったデータを入手し一覧化する。たとえば，ある製品について第1の手順で定
めた調査範囲に含まれる製造，物流，使用，廃棄，リサイクルといった各段階において，資源の
消費量や排出物量を調べ，インベントリデータを入手するのである。このインベントリデータを
もとに，第3ステップであるライフサイクル影響評価がなされる。
　ライフサイクル影響評価の手順はISOI4044（2006）で規定されており，図表2のように示すこ
とができる［伊坪ほか（2007），110－111ページ］。
　ライフサイクル影響評価のあとには，ライフサイクル解釈がなされる。これは，ISO14040
（2006）においてLCAの最後の手順とされており，「インベントリ分析および影響評価の結果が，
目的と調査範囲の設定に従って，結論提言および意思決定のための根拠として要約され，議論
される」［伊坪ほか（2007），201ページ］段階である。これは，得られた結果を客観的に判断でき
るようにするために欠かせない段階だとされている［伊坪ほか（2007），201ページ］。
　このような手順で行われるLCAは，多くの企業で実践されており9，その結果は環境報告書な
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図表2　ライフサイクル影響評価のフロー
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窯懲灘撮⑳難等謹
出所：伊坪ほか（2007），111ページ。
どで公表されている。調査結果が外部に報告されるのは，「自社の管理の範囲だけを考えるので
はなく，製品のライフサイクルを重視し，上流・下流を含めて環境負荷を削減する」［伊坪ほか
（2007），24ページ］ことを通じて，企業の社会的責任として環境保全への積極的な取り組みをア
ピールすることができるからであろう。伊坪ほか（2007）でも，LCAは「サプライチェーンやプ
ロセスの最適化，部材選択など企業内の意思決定に供されるのが通常の利用方法」だとするもの
の，近年では「企業の環境活動を社会貢献として広くアピールするための情報提供手段として
LCAが利用されるケースが増えている。」［伊坪ほか（2007），107－108ページ］と指摘している。
LCAの基本的な目的は，自社内にとどまらず，製品のライフサイクル全体において生じる環境負
荷を物量的に把握し，そのデータを企業内の意思決定に役立て，環境負荷物質を削減することで
ある。しかし，LCAを実践している企業が，自らの環境負荷物質削減に向けた努力と成果を，対
外的にも情報を提供し，企業として社会的責任を果たしているというメッセージを伝えようとす
るのは当然であろう。
　LCAは実施手順が細かく決まっているものの，実際にはかなりの自由度が認められている。
たとえば，伊坪ほか（2007）では，「実務上は，LCAを行う目的に合致するように取り扱うプロセ
スと環境負荷物質を限定することが行われる。」［伊坪ほか（2007），20ページコと指摘している。
つまり，企業自らが設定した目標に応じて，環境影響に関する調査範囲を決めることができると
いうことである。この点はLCA実践企業が増えている要因として非常に重要な点だと考えられ
る。LCAの内部利用を考えれば，適用にあたって自由度を認めた方が実践しやすくなるからで
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ある。
　次に，環境ライフサイクル・コスティングについてみていくことにする。Hunkeler　et　al．（2008）
では，環境ライフサイクル・コスティングの目的として5つを挙げている［Hunkeler　et　al．（2008），
p．36］。「代替案のライフサイクル・コストを比較すること」，「直接費と間接費に影響を及ぼす要
因を見つけ出すこと」，「検討中の製品にたいする企業の改善状況を報告すること」，「ライフサイ
クルにおけるプロセス変更を含む計画中の製品の変更といった改善や製品革新を評価すること」，
「製品のライフサイクルにおける環境と経済や経営のwin－win関係やトレード・オフ関係を見つ
け出すこと」の5つである。
　代替案におけるライフサイクル・コストを比較するという目的は，代替案を比較することで，
何らかの意思決定に役立てることを意味する。それは，たとえば製造者の視点であれば，製造コ
ストだけではなく使用段階や廃棄段階でのコストを算出し，どのような製品設計や製造方法がラ
イフサイクル・コスト全体でみた場合に望ましいか決定するさいに用いられる。また，2つ目の
直接費と間接費の決定要因を見つけ出すというのは，第3の目的である「改善」に役立てるため
のコスト・ドライバーを明確にすることだと理解できる。そして，3つ目の製品にたいする企業
による改善活動の報告と4番目の改善や製品革新の評価は，ライフサイクル・コスティング実施
による企業内部での効果を確認・評価すると同時に，その結果を外部へ報告・公開することも意
図していると考えられる。これは，LCAにおいて成果を外部利用目的で活用する事例が増えて
いるのと同様であろう。そして，最後に，環境と経済におけるwin－winの関係やトレード・オフ
関係を明らかにすることは，環境ライフサイクル・コスティングならではの目的である。LCAで
はとらえられない経済的側面を，環境ライフサイクル・コスティングでは測定できるためである。
これは，環境ライフサイクル・コスティングが企業において実践されるさいには，最も重要なこ
とだと考えられる。
　このような目的を有する環境ライフサイクル・コスティングは，LCAで用いられる機能単位に
たいする物理的なライフサイクルと類似のものを用いる。LCAが製品の製造，使用，消費，そし
て廃棄を対象とするのにたいして，ライフサイクル・コスティングは研究開発段階とサプライ
チェーンの獲得という段階を含む点に違いがある。しかし，この違いは両者の本質的な違いでは
ない。両者の違いは，測定対象が環境影響評価指標か，その経済的側面をとらえるコストかにあ
る。環境ライフサイクル・コスティングにおけるコストとLCA要素の関係性について一覧にし
たものが次の図表3である。
　図表3の製造者にとって，製造に要するコストは，製造原価と販売費からなる。また，顧客に
販売した後も，アフターサービス補償などをしていれば，修繕費は製造者にとってのコストとな
る。また近年では家電リサイクル法や自動車リサイクル法，容器リサイクル法などのように，
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図表3　環境ライフサイクル・コスティングにおけるコストとLCA要素の関係性
製造者にとってのコスト 使用者にとってのコスト
製造
簾難難離翻瞬難．機械設備
J働力，欝漿職蘂葉難灘i鐵鏡鯛
@難講，マーケティング活動
取得
使用 維持・修繕（補償），義務，基礎施設
難遊，保管，療難灘．畿購鎌羅馨
@　　維持・修繕基礎施設
廃棄 撒繍瀦麟縢．麟撚叢．@　”魏．麟i灘矩，麟転
騰業響鱗漿．1襲購，
D辮霧麹膨，灘穫
＊　網掛けのコストは，LCAより直接的・間接的に得られることを示している。
出所：Hunkeler　et　al．（2008），　p．39。
製造者が廃棄物の処理も対応しなければならない場合がある。このような場合には，廃棄時点に
おける廃棄物収集コストや分解・リサイクル費用なども製造者側のコストになる。
　次に使用者にとってのコストを確認する。製造に要した使用者にとってのコストはすべて取得
コストとして把握される。使用時および廃棄時のコストは，それぞれの段階で生じるであろうエ
ネルギーコストや維持・修繕コスト，廃棄に関連したコストが示されている。しかも，その多く
は，LCAによって直接的あるいは間接的に入手することができるコストである。
　製造者や使用者のコストをみてみると，その大半はLCAで物量把握されているものを活用す
ることで入手できる。ライフサイクル・コスティングは環境への影響を評価する手法である
LCAとともに用いれば，多くのコストは入手しやすくなるのである。だからこそ，環境ライフサ
イクル・コスティングはLCAの経済的側面を補足する手法だといわれるのである。
　次に，環境ライフサイクル・コスティングの実施手順をみていくことにする。Hunkeler　et　al．
（2008）は次の4つが実施手順として必要だと述べている［Hunkeler　et　al．（2008），　p．12コ。「目標
と範囲の設定」，「情報収集」，「解釈と争点の明確化⊥「感度分析とディスカッション」である。
これらは，LCAの手順と類似している。そこで，環境ライフサイクル・コスティングの手順をみ
た後にtLCAの手順との類似点と相違点を確認することにする。
　まず，「目標と範囲の設定」は，調査が行われる前になされなければならない。ライフサイクル・
コスティングはLCAと同様に，代替案を比較することに用いられる。そのため，機能単位とシ
ステム境界を適切に定めることが重要になる。機能単位やシステム境界が明確に定まっていない
と，選択肢問の比較可能性が阻害されるからである。また，環境ライフサイクル・コスティング
はLCAを経済的な側面から補足するため，機能単位の決定においてはLCAの機能単位と一貫
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していることが必要である。
　機能単位やシステム境界の決定以外にも，次のような目的も検討される。たとえば，企業や消
費者など，その関係者にとってのトータル・コストを明確にすること，競合製品にたいして消費
者が負担するコストを評価すること，企業内のコストを報告・監視し，事前に影響を及ぼすこと
などである［Hunkeler　et　al　．（2008），　p，13］。また，経済と環境のトレード・オフ関係やwin－win
関係を明確にすることも最初の手順に含まれる［Hunkeler　et　al．（2008），　p．13］。第1手順であ
る目標と範囲の決定においては，機能単位の定義システム境界，選択肢の一覧がすべて決めら
れていなければならず，それらのピアレビューが必要だとも述べられている［Hunkeler　et　al．
（2008），　p．13］。
　次の手順が「情報収集」である。必要なデータのすべてが入手できなければ，シナリオ作り，
予測，その他の推測方法を用いてデータを入手する［Hunkeler　et　al．（2008），　p．13］。しかし，コ
スト見積もりに関してはDhillon（1989）によってすでに確立されており，データ収集はLCAの
ものを適用することができるとHunkeler　et　al．（2008）では述べている［Hunkeler　et　al．（2008），
P．13］。
　3つ目の手順が「解釈と争点の明確化」である。環境ライフサイクル・コスティングの鍵とな
る結果は，LCAと同様に争点を明確化することである。特に第4手順である感度分析が行われ
る場合には，争点は分析結果として明らかになり，その解釈は量的なものや質的なものとなる。
量的観点から最適な代替案は，定性的な分析によって却下される可能性があり，定量化されたラ
イフサイクル・コストと質的な分析の双方において優れているものが有用な代替案となる
［Hunkeler　et　al．　（2008），　p．15］。
　最後に行われるのが「感度分析とディスカッション」である。感度分析とは，分析対象となる
アウトプットを，いくつかの変数に分解し，その変数が変動したときにどの程度アウトプットに
影響を及ぼすかを調べる手法である。ライフサイクル・コストの測定には不確実性の高いデータ
が用いられる。そのため，ライフサイクル・コストを構成する各データが変動したときに，結果
として算出されるライフサイクル・コストがどの程度の影響を受けるかを調査するのに用いられ
る。感度分析は，LCAの解釈段階で推奨されているものの，　LCAには求められていない
［Hunkeler　et　al．（2008），　p．16］。しかし，環境ライフサイクル・コスティングでは感度分析が必
要であり，感度分析はディスカッションの基礎となる［Hunkeler　et　al．（2008），　p，16］。
　以上のような手順で環境ライフサイクル・コスティングは実施される。それぞれの手川頁と
LCAの手順は類似しており，たとえば第1手順はLCAの第1手順「目的と調査範囲の設定⊥第
2手順はLCAの2つ目の「インベントリ分析」，3番目はLCAの第4手順である「解釈」にそれ
ぞれ該当する。LCAの第3手Jll頁は「影響評価」であり，インベントリ分析で得られたデータがい
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かなる環境問題に影響を及ぼすかを確認する作業である。環境ライフサイクル・コスティングに
おいては，すべてが貨幣額に換算され，比較に用いられるため，LCAのような環境評価の手順は
行われない。しかしながら，貨幣という1つの指標で表現されるため，LCAにはない感度分析を
行うことが求められている。これにより，コスト・ドライバーの変動に伴い，ライフサイクル・
コストがどの程度変化するのか分析するのである。
　実施手順も類似している両者であるが，環境ライフサイクル・コスティングはLCAのように
企業で活用されているとはいえない。その理由は，次のような問題点があるからだとHunkeler
et　al．（2008）では指摘している。
　1つ目は，ライフサイクル・コスティングの重点を，計画の側面に置くのか，分析の側面に置
くのかという問題である［Hunkeler　et　al．（2008），　p．11］。計画の側面に重点を置く環境ライフ
サイクル・コスティングは将来指向となり，分析の側面を重視すると結果の分析，つまり過去指
向となる。
　計画の側面に重点を置く環境ライフサイクル・コスティングは，製品ライフサイクルのうち開
発・設計段階で用いられ，選択肢や代替案を比較・評価するさいに利用される［Hunkeler　et　al．
（2008），p．11］。計画に焦点をあてた環境ライフサイクル・コスティングはLCAの結果とも関連
し，環境に配慮した製品開発をサポートしうる。他方，結果の分析に重点を置く環境ライフサイ
クル・コスティングは，すでに存在する製品を対象とし，その製品のライフサイクルにおけるコ
ストを監視し，管理するのに用いられる［Hunkeler　et　al．（2008），　p．11］。
　環境ライフサイクル・コスティングは，意思決定に役立つことを目的としていることから，将
来指向のアプローチと整合する。つまり，製品の開発設計段階において決まってしまうコストや
環境への影響を考慮するための手法として考えられているのである［Hunkeler　et　al．（2008），
P．12］Q
　しかし，将来指向の手法として環境ライフサイクル・コスティングをとらえ，環境に配慮した
製品開発を支援したとしても，そこで計算するライフサイクル・コストは誰が負担するコストか
という問題は解決できない。これが，環境ライフサイクル・コスティングが企業において用いら
れない2つ目の理由としてHunkeler　et　al．（2008）は指摘している［Hunkeler　et　al．（2008），p．10］。
　環境ライフサイクル・コスティングでは，計算したライフサイクル・コストの責任を，誰が負
うべきなのか，あるいは管理すべきなのかを特定することが難しい。ライフサイクルにおけるあ
る関係者にとってのコストは，他の関係者にとっては収益となるからである。製品の使用者に
とっての取得コストは，製造者の収益とある。Hunkeler　et　al．（2008）が指摘するように，ライフ
サイクル全体としてのコストは単純に合計することができないという問題もある［Hunkeler　et
a1．　（2008），　p．10］。
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　この問題にたいしてHunkeler　et　al．（2008）では，どの関係者の視点からみたライフサイクル・
コストに算定目的をおくかによって解決するしかないと述べている［Hunkeler　et　al．（2008），
p．10］。製造者の視点なのか，製造者とサプライチェーンの視点なのか，あるいは利用者や消費
者の視点なのかなどである。
　この解決法は非常に有用だと考えられる。環境ライフサイクル・コスティングはLCAのさま
ざまな概念や手法を援用することで実施される。LCAでは，製品の製造者の視点が採用される。
そして実施者の定めた目的に合うようにLCAの調査範囲を設定し，調査目的に応じて収集する
資源や廃棄物の対象を変更できる。環境ライフサイクル・コスティングもLCAのように，実施
者に視点を定め，実施者の目的に応じて，対象とするライフサイクル段階を選択したり，集計す
るコスト範囲を設定したりすることは問題がないと思われる。もちろん，実施者が自由に調査目
的や範囲を特定できるということは，外部への情報提供という観点からは問題が残される。算出
されたライフサイクル・コストに関する情報は製品設計時などの内部利用に限られるであろう。
しかしながら，環境ライフサイクル・コスティングの計画側面を重視し，将来志向の手法として
とらえるならば，内部利用を想定してこの手法を精緻化していくことに大きな問題があるとは思
われない。
　環境ライフサイクル・コスティングは，LCAでとらえる製品の環境負荷物質の物量情報と経済
的側面のコスト情報の双方を結合させる手法である。環境負荷を削減する技術開発を促進しなが
ら，経営の視点も同時に考慮するため，環境経営意思決定に役立てることができる。Hunkeler　et
al．（2008）でも，環境ライフサイクル・コスティングは環境の側面と経済や経営の側面において
win－win関係を発見し，両者のトレード・オフ関係を最大限に利用するものであると述べている
［Hunkeler　et　al．（2008），　p．7］。企業による環境経営意思決定といった内部利用を考えるならば，
環境ライフサイクル・コスティングの対象とする範囲や収集されるコスト情報が全ライフサイク
ルを網羅しなければならないと定める必要は必ずしもないであろう。しかしながら，Hunkeler
et　al．（2008）では，環境の視点だけではなく経済や経営の視点にも有用な情報を提供するとしな
がら，環境ライフサイクル・コスティングは財務会計や管理会計の手法ではないと述べている
［Hunkeler　et　al．（2008），　p．40］。この点については，次節で会計の視点から整理していくことに
する。
　本節では，環境ライフサイクル・コスティングを取り上げるに先立ち，LCAについて目的や実
施手川頁，実際の状況などを確認した。その後LCAの概念や手法を援用する環境ライフサイク
ル・コスティングの目的や実施手順，実施にあたっての問題点，さらにその解決策を整理した。
それは環境ライフサイクル・コスティングを実施するさいの視点を定め，実施者の観点から対象
とするライフサイクル段階やコストを決めるというものである。そうすることでLCAを通じた
一環境管理会計手法としてのライフサイクル・コスティングー 109
環境負荷物質の削減と環境ライフサイクル・コスティングによるコスト情報の把握による環境経
営意思決定に役立つ情報を提供できるようになると考えられる。次節では，環境ライフサイク
ル・コスティングを環境管理会計手法の1つとして考えられるのかについて検討していくことに
する。
4，環境管理会計手法としてのライフサイクル・コスティング
　本節では，SETACヨーロッパ支部の研究成果をまとめたHunkeler　et　al．（2008）が環境ライ
フサイクル・コスティングは会計の手法ではないと指摘したことにたいして反論を試みる。具体
的には，環境管理会計手法として環境ライフサイクル・コスティングを整理していくことにする。
　Hunkeler　et　al，（2008）では，環境ライフサイクル・コスティングは，経済的な原価計算手法
（economic　cost－accounting　method）ではなく，評価手法（assessment　method）だと述べ，環境
ライフサイクル・コスティングは会計の手法ではないと指摘している［Hunkeler　et　al．（2008），
p．160］。環境ライフサイクル・コスティングを会計の手法，さらには原価計算手法として捉えら
れないのかは，会計の視点からきちんと検討する必要がある。そこでまずは，わが国の会計分野
における環境ライフサイクル・コスティング研究に関する現状を確認する。
　わが国では2002年に経済産業省が公表した『環境管理会計手法ワークブック』（以下では『手法
ワークブック』という）のなかで，環境管理会計手法の1つとしてライフサイクル・コスティン
グを挙げている。しかも，ライフサイクル・コスティングはLCAにおける経済的側面を補足す
るものとして紹介されている1°。『手法ワークブック』では，環境管理会計手法としてのライフサ
イクル・コスティングの具体的な手続きなどについては説明がないものの，経済的側面からLCA
を補足するという考え方はSETACのものと同じだと考えられる。
　また，國部（2011）においても，環境管理会計手法の1つとしてライフサイクル・コスティン
グを取り上げている［國部（2011），224－226ページ］。さらに，そのなかで「環境面でのライフサ
イクル・コスティングは，製品ライフサイクルを通じた環境影響評価手法であるLCAに対応し
た経済性評価手法として注目されている」［國部（2011），224ページ］と紹介し，LCAを中心とす
るライフサイクル・マネジメントの1つの手法として活用することが望ましいと述べられている
［國部（2011），226ページ］Q
　このように，わが国ではSETACが主張するような環境ライフサイクル・コスティングは，環
境管理会計手法の1つとして理解されている。そこで次に，SETACが環境ライフサイクル・コ
スティングを会計手法ではないと主張したことについて検討していくことにする。
　まず，SETACは環境毒性に関する化学分野の専門家たちの集まりであり，会計を専門とする
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人々ではない。そのため，環境ライフサイクル・コスティングを会計手法ではないと述べたさい
の会計のとらえ方に問題があったと考えられる。
　環境ライフサイクル・コスティングは，確かに，企業外部の情報利用者の意思決定に有用な情
報を提供するという財務会計の手法とは整合しない。財務会計は制度により規定された情報を企
業外部に提供しており，環境ライフサイクル・コスティングのように自らが設定する目的に応じ
てコストの範囲を自由に変更できる手法とはなじまない。しかし，企業が自由に設計できる管理
会計の手法ともなじまないのかについては，もう少し検討していく必要がある。さらに，近年で
は管理会計の枠組みでは収まらず，環境の視点と経済の視点をともに重視する環境管理会計とい
う枠組みが提唱されている。そこで以下では，管理会計と環境管理会計とに分けて，SETAC　，の
主張を検討していく。
　管理会計は，企業の経営意思決定において主として経済目標を追い求めるための情報システム
である。そのため，管理会計において新しい手法を提唱するさいには，その手法が利益最大化か
費用最小化に貢献するような規範モデルとして提唱することが求められるll［片岡（2011），スラ
イド37］。環境の視点が経済的視点と同様に考慮される環境ライフサイクル・コスティングは管
理会計の手法とは整合しにくいと考えられる。
　次に環境管理会計の手法として環境ライフサイクル・コスティングを説明できるのかについて
検討する。
　環境管理会計は，環境目標と経済目標を同時に追求する環境経営意思決定に有用な情報を提供
する枠組み12として提唱されたものである。環境保全に積極的に取り組んでいる企業であって
も，自主的に定めた環境目標を達成するために，収益性を無視することはない。自ら設定した環
境目標の達成に向けた努力をしながらも，必要なレベルでの収益性を同時に達成できるように環
境経営意思決定を行っていく。したがって，環境保全に自主的に取り組んでいる企業では，環境
目標の達成に関連した情報と経済的な情報を提供できる仕組み，すなわち環境管理会計が必要に
なる。環境ライフサイクル・コスティングは，LCAにより把握された物量情報をコスト情報とい
う面から補足する。したがって，LCAと同時に用いられることで両情報を提供できる環境ライ
フサイクル・コスティングは，環境管理会計の1つの手法であると考えられるのである。
　次に環境ライフサイクル・コスティングを原価計算手法としてとらえられるのかについて検討
していくことにする。
　原価計算は，制度に規定された領域と特殊原価調査の領域とに分かれる。そのなかでも，意思
決定に有用なコスト情報の提供は特殊原価調査に含まれる。環境ライフサイクル・コスティング
は，将来指向の手法であり，計画の側面，つまり意思決定の側面を重視する手法である。企業内
部の意思決定に有用なコスト情報を提供する環境ライフサイクル・コスティングは，特殊原価調
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査の1つの手法として理解することができる。
　通常の特殊原価調査はt管理会計領域のなかで考えるため，利益の最大化やコストの最小化を
果たせるような手法となる。しかしながら，環境管理会計領域においては，環境負荷物質の削減
など環境保全の視点も含まれるため，利益の最大化やコストの最小化とは必ずしもならないこと
がある。コストを最小化するには，環境負荷物質の削減という目標を無視せざるを得ない状況も
考えられるからである。したがって，環境管理会計領域のなかで特殊原価調査を考える場合は，
企業内部での意思決定にさいし，コスト削減が果たせるか否かという点から精緻化される必要が
ある。
　たとえば，環境管理会計手法として多くの企業が実践しているマテリアルフローコスト会計は，
廃棄物の物量把握を通じた廃棄物の削減とコスト削減という環境目標と収益性に関する目標を同
時に果たす手法である。このことが多くの企業による採用につながったと考えられている。環境
ライフサイクル・コスティングも，企業で適用されるには環境目標を達成しうる手法としてだけ
ではなく，コスト削減の手法として企業に認識される必要がある。
　Hunkeler　et　al．（2008）が主張するように環境ライフサイクル・コスティングが会計手法でな
いとすれば，それは純粋に環境保全のためだけに考え出された手法となろう。その場合には，製
造者の視点にとどまる必要はなく，広く社会全体の視点から地球環境への影響を考え，対策を講
じるために用いられることになる。しかも，そこで算出されるライフサイクル・コストは社会全
体が負担するコストとなり，企業がLCAの経済的側面を補足するための手法として用いる必要
のないものとなるであろう。
　LCAを経済的側面から補足する手法として環境ライフサイクル・コスティングが考えられて
いるということは，それは企業が採用する手法として検討されていることを意味する。そして，
企業が経済的情報を必要とするということは，環境目標と収益性の同時達成を目指す環境経営意
思決定のためにコスト情報が必要だということであろう。
　営利を目的とする企業は，出資者から資金を調達し，その資金にたいして受託責任を有してい
る。企業は環境保全のためだけに存在するのではなく，利益を生み出し，企業を成長させ，出資
者から受託している責任を果たす必要があるのである。このように考えると，企業が適用するこ
とを想定した環境ライフサイクル・コスティングから，収益性の観点を除くことはできない。そ
れと同時に，企業の収益性に関する情報は会計情報を用いなければ入手することはできない。こ
のように考えると，LCAをコスト情報の側面から補足する環境ライフサイクル・コスティングは
会計の手法として考えていく必要があり，具体的には環境保全とコスト削減を同時に果たす手法
として精緻化されなければならないのである。
　LCAを用いることによって，企業は製品の資源消費量や廃棄物量を計量することが可能とな
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る。そして，計量された物量の削減に努める。環境負荷物質削減努力が結果としてコスト削減に
結び付くように考えていかなくてはならない13。実際，環境先進企業として有名なリコーの2011
年版の環境報告書では，生産技術センターの技術者へのインタビュー記事として，製品ライフサ
イクル全体での環境負荷削減への取り組みから，環境負荷の削減は生産コストの削減にも結び付
いているというコメントを紹介している［リコー（2011），10－11ページ］。製品ライフサイクル全
体での環境負荷の削減のためにLCAを実践している企業は多い。そして，　LCAに取り組み，環
境負荷の削減を達成すると同時に，コスト削減効果を実感している企業もリコーのように多いの
ではないかと推測できる。
　LCAの枠組みを活用し，企業にとって環境目標とコスト削減のいずれも満たしうる手法とし
て環境ライフサイクル・コスティングをとらえるべきである。また，LCA同様に，実施する企業
の目的に合致させて集めるコスト範囲を決め，環境経営意思決定に役立てる必要がある。企業が
自主的に採用する手法では，環境の視点だけではなく収益性の観点も不可欠である。この点を十
分に意識したうえで，環境ライフサイクル・コスティングを精緻化し，実務における運用を考察
していかなくてはならない。
　本節では，Hunkeler　et　al．（2008）による環境ライフサイクル・コスティングは会計手法ではな
いという主張にたいし，会計の視点から反論を行った。環境ライフサイクル・コスティングは，
会計領域の1つである環境管理会計の枠組みから説明できる。そして，コスト情報という側面か
らLCAで得られた情報を補足する環境ライフサイクル・コスティングは，環境負荷物質の削減
と同時に，企業のコスト削減に役立つ手法として理解することが必要である。さらに，手法の精
緻化も環境の側面に偏ることなく，コスト削減を通じた収益性への貢献という観点をないがしろ
にしてはならないことを明らかにした。
5．むすび
　本稿の目的は，環境ライフサイクル・コスティングに焦点をあて，その目的や実施手順，実施
上の問題点などを整理し，具体的な適用に向けた提言を行うことであった。環境管理会計手法と
して考えられる環境ライフサイクル・コスティングは，コスト情報という側面からLCAで得ら
れた情報を補足し，LCAとともに活用されることで，環境負荷物質の削減と同時にコスト削減に
役立つ手法として理解される必要がある。したがって，手法の精緻化も環境の側面に偏らず，コ
スト削減による収益性への貢献といった観点も大切であることを主張してきた。本節では，これ
までの内容を要約し，本稿の意義と今後の課題を確認する。
　まず第2節では，ライフサイクル・コスティングの発展の経緯を確認し，さまざまな視点から
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取り上げられるライフサイクル・コスティングを目的に応じて整理した。その結果，ライフサイ
クル・コスティングは，設備等の調達意思決定のための従来型のライフサイクル・コスティング，
企業内部の環境経営意思決定のための環境ライフサイクル・コスティング，政策提言を目的とし
た社会ライフサイクル・コスティングの3つに分けられることを明らかにした。
　つづく第3節では，環境ライフサイクル・コスティングを詳細に取り上げた。SETACでは環
境ライフサイクル・コスティングはLCAを経済的側面から補足するものとしてとらえている。
このため，両者の目的，実施手順，実際の状況などを確認した。そして，環境ライフサイクル・
コスティングの実施にあたっての問題点やその解決策を提案した。
　そして，第4節は，SETACが環境ライフサイクル・コスティングは会計の手法ではないと指
摘したことにたいして反論を試み，環境管理会計手法としてライフサイクル・コスティングを整
理した。コスト情報という側面からLCAで得られた情報を補足する環境ライフサイクル・コス
ティングは，環境負荷物質の削減と同時に，採用する企業にとってコスト削減に役立つ手法とし
て精緻化する必要があることを明らかにした。
　製品を対象とした環境管理会計手法の精緻化が求められているなか，環境ライフサイクル・コ
スティングの実施上の問題点やその解決に向けて提言を行ってきたことは，手法の精緻化に向け
た第一歩として意義のある作業であったと考えられる。しかしながら，まだ解決されるべきいく
つかの課題が残されている。
　わが国では，LCAを実践し，環境報告書で自発的に報告している企業の数は非常に多い。しか
しながら，LCAに取り組んでいる企業が，それと同じ枠組みを援用し，コスト情報を提供する環
境ライフサイクル・コスティングを採用するという状況には至っていない。そこには企業が実践
しにくい何らかの原因があるに違いない。環境ライフサイクル・コスティングに関する実務にお
ける現状を把握し，分析していくとともに，環境ライフサイクル・コスティングの具体的な計算
手続きや，その結果を環境経営意思決定にどのように役立てるのかを明らかにしていくことは今
後の課題である。
【注】
1　製品を対象とした環境管理会計手法として，わが国の経済産業省が2002年6月に公表している『環境管理会
　計手法ワークブック』では，ライフサイクル・コスティングのほかにも環境配慮型原価企画システムを取り上げ
　ている。
2　わが国において，アメリカ国防総省の設備の調達に関する意思決定について詳細に扱っているものに岡野
　（2003）の研究がある。
3　イギリスにおける建設業界のライフサイクル・コスティングを扱った研究に中島（2011）がある。
4　夏目編（2009）の研究ではさまざまなライフサイクル・コスティングの適用例を紹介している。
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　わが国における社会ライフサイクル・コスティングに関する研究においては，矢澤（2010）の研究がある。
　Hunkeler　et　al．（2008）は社会ライフサイクル・コスティング研究の事例として，イタリアのオリーブ・オイ
ルの製造手法の違いによる社会ライフサイクル・コストの比較を紹介している。昔ながらの製造とオーガニッ
ク製造では，化学肥料や殺虫剤を使用する昔ながらの製造は社会に及ぼす影響が大きくなるため，結局は外部
コストがオーガニック製造に比べ，大きくなることを取り上げている［Hunkeler　et　al．（2008），　pp．118－120］。
　対象とする製品のライフサイクルを構成するプロセスの集合体のことである［伊坪ほか（2007），33ページ］。
　機能および機能単位とはt飲料の包装容器を例とすれば，「飲料をこぼさずに運ぶ」というのが機能であり，
「500mlの飲料」が機能単位だという［伊坪ほか（2007），35ページ］。
　LCAが広く適用されているのには大きく分けて3つの理由を考えることができる。第1に，　LCAに関する
研究の蓄積と国際標準規格による規定があるため，企業が実践しやすいこと，第2に製造者として自社の製品
の地球環境への影響を把握し，それを管理しようとする経営者の社会的アカウンタビリティ遂行への強い意思
が存在すること，そして最後に欧州をはじめ，世界でさまざまな環境規制が適用されるようになっていること
である。
　『手法ワークブック』は，SETACの環境ライフサイクル・コスティングに関する成果が発表された2008年よ
りも以前に公表されている。
　これは規範モデルとして応用理論を展開した場合である。
　國部（2010）では，既存の会計システムで対応できる意思決定問題を対象とするのであれば，新たに環境管理
会計という枠組みを設ける必要はないと述べている［國部（2010），47ページ］。環境管理会計ならびに環境管理
会計手法については，長野（2011）において詳しく説明している［長野（20H），126－128ページ］。
　環境負荷の少ない製品設計では製造コストの上昇を伴うということもいわれている［土井ほか（2009），239
ページ］。環境負荷削減とコスト削減の両者を達成するためには，土井ほか（2009）が指摘しているように「製
品のライフサイクルにかかわるコストを適切に評価することができる定量的な解析方法が必要」［土井ほか
（2009），239ページ］である。その手法が環境ライフサイクル・コスティングであろう。
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